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◎
通
常
理
事
会
の
開
催
状
況
に
つ
い
て 

令
和
３
年
度
第
６
回
通
常
理
事
会
が
１１
月

２９
日
、
当
セ
ン
タ
ー
会
議
室
で
理
事
・
監
事
が

出
席
し
て
次
の
と
お
り
開
催
さ
れ
ま
し
た
。 

議
案 

① 

正
会
員
入
会
申
込
者
の
専
決
処
分
の
報
告

及
び
そ
の
承
認
に
つ
い
て 

 
 

入
会
申
込
者
２
名
（
男
２
名
） 

② 

正
会
員
入
会
申
込
者
の
承
認
に
つ
い
て 

入
会
申
込
者
８
名
（
男
７
名
・
女
１
名
） 

③ 

配
分
金
見
積
基
準
価
格
表
の
改
定
（
案
）

に
つ
い
て 

④ 

令
和
３
年
度
収
支
補
正
予
算
（
第
２
回
）
案

に
つ
い
て 

議
案
は
、
慎
重
審
議
の
結
果
い
ず
れ
も
議

決
・
承
認
さ
れ
ま
し
た
。 

 

【
会
費
の
納
入
に
つ
い
て
】 

令
和
３
年
度
の
年
会
費
（
二
，
二
〇
〇
円
）

は
、
令
和
３
年
３
月
末
日
ま
で
に
納
め
て
頂
く

こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
。 

未
納
の
方
は
、
ご
足
労
を
お
掛
け
し
ま
す
が
、

至
急
に
事
務
局
ま
で
ご
持
参
く
だ
さ
い
。 

会
費
の
未
納
が
１
年
以
上
続
き
ま
す
と
、
規

程
に
よ
り
退
会
し
た
も
の
と
み
な
さ
れ
ま
す
。

こ
れ
に
該
当
し
た
場
合
は
、
退
会
手
続
を
と
る

こ
と
に
な
り
ま
す
の
で
、
あ
ら
か
じ
め
ご
承
知

く
だ
さ
い
。 

な
お
、
病
気
な
ど
で
納
付
で
き
な
い
事
情

が
あ
る
場
合
は
、
ご
連
絡
く
だ
さ
い
。 

会員数 ４０２ 

 男  ３２５ 

 女   ７７ 
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新

年

の

ご

挨

拶 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

理
事
長 

 

船 

木 

克 

容 
 

新
年
あ
け
ま
し
て
お
め
で
と
う
ご
ざ
い
ま
す
。 

 

会
員
の
皆
様
に
は
、
お
健
や
か
に
新
春
を
お
迎 

え
の
こ
と
と
お
慶
び
申
し
上
げ
ま
す
。 

平
素
は
、
香
芝
市
当
局
の
格
別
の
ご
支
援
と
関
係
機
関
、
市
民
皆

様
方
の
暖
か
い
ご
支
援
ご
協
力
を
賜
り
厚
く
お
礼
申
し
上
げ
ま
す
。 

さ
て
、
依
然
と
し
て
国
内
の
み
な
ら
ず
国
外
に
お
い
て
も
新
型
コ

ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の
蔓
延
に
よ
り
未
だ
に
感
染
拡
大
が
続
い
て
お
り
、

収
束
の
兆
し
が
見
え
て
来
な
い
中
に
あ
っ
て
、
昨
年
末
よ
り
原
油
価

格
の
高
騰
に
よ
り
消
費
者
物
価
が
上
昇
し
て
お
り
ま
す
。
ま
た
世
界

的
な
半
導
体
不
足
に
よ
り
自
動
車
、
家
電
製
品
、
通
信
機
器
等
の
生

産
に
も
影
響
を
与
え
て
い
ま
す
。 

そ
の
よ
う
な
厳
し
い
経
済
状
況
が
続
い
て
居
り
ま
す
が
、
我
々
当

セ
ン
タ
ー
の
会
員
に
お
か
れ
ま
し
て
は
健
康
に
十
分
留
意
し
て
仕

事
に
邁
進
し
て
い
た
だ
く
と
と
も
に
、
、
役
職
員
は
普
及
啓
発
活
動

と
事
業
拡
大
を
図
り
、
会
員
諸
氏
の
就
業
機
会
が
増
え
る
よ
う
に
努

力
し
て
参
り
た
く
存
じ
ま
す
。 

ど
う
か
会
員
の
皆
様
に
は
、
シ
ル
バ
ー
の
『
自
主
・
自
立
・
共
働
・

共
助
』
の
基
本
を
基
に
、
健
康
の
保
持
と
安
全
就
業
に
心
が
け
て
、

誠
実
で
丁
寧
な
仕
事
ぶ
り
で
、
市
民
の
皆
様
を
は
じ
め
、
市
当
局
並

び
に
関
係
機
関
の
ご
期
待
に
応
え
、
親
し
ん
で
い
た
だ
け
る
セ
ン
タ

ー
づ
く
り
の
た
め
に
、
倍
旧
の
ご
協
力
を
お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。 

 

最
後
に
、
会
員
皆
様
並
び
に
ご
家
族
の
ご
健
勝
と
ご
多
幸
を
祈
念

い
た
し
ま
し
て
、
新
年
の
ご
挨
拶
と
い
た
し
ま
す
。 

◆働く喜びと社会参加の輪を拡げよう◆自主・自立・共働・共助◆安全就業 
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配
分
金
に
消
費
税
が
入
っ
て
い
る
こ
と
を
ご
存
じ

で
し
た
か
？ 

 

イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
は
ご
存
じ
で
す
か
！
？ 

令
和
５
年
１０
月
1
日
か
ら
、
消
費
税
の
仕
入

控
除
の
方
式
と
し
て
、「
適
格
請
求
書
等
保
存
方
式
」

(

い
わ
ゆ
る
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度)

が
導
入
さ
れ
ま
す
。  

 

請
負
・
委
任
で
就
業
す
る
シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ

ー
の
会
員
さ
ん
（
以
下
「
会
員
」
と
い
う
。）
は
、

形
式
的
に
は
個
人
事
業
主
と
な
り
ま
す
が
、
会
員

の
多
く
は
、
敢
え
て
自
ら
課
税
事
業
者
と
し
て
申

請
し
な
い
限
り
、
イ
ン
ボ
イ
ス
を
交
付
す
る
こ
と

が
で
き
な
い
免
税
事
業
者
と
な
り
ま
す
。 

◆ 

配
分
金
は
、
請
負
契
約
に
基
づ
き
働
い
た
対
価

と
し
て
支
払
わ
れ
る
お
金
で
す
。  

◆ 

配
分
金
は
、
所
得
税
法
上
で
は
雑
所
得
と
し
て

扱
わ
れ
ま
す
。 

◆ 

配
分
金
に
は
、
内
税
と
し
て
消
費
税
が
入
っ
て

い
ま
す
。 

◆ 

会
員
は
、
い
わ
ゆ
る
個
人
事
業
主
と
し
て
仕
事

を
し
ま
す
の
で
消
費
税
納
税
義
務
者
に
な
り
ま
す
。  

 

し
か
し
な
が
ら
、
消
費
税
を
納
税
す
る
義
務
が
発

生
す
る
の
は
標
準
期
間
（
２
年
前
の
１
年
間
）
に

お
け
る
課
税
売
上
額
（
配
分
金
の
総
額
）
が
一
千

万
円
以
上
の
事
業
主
で
す
の
で
、
課
税
売
上
額
が 

一
千
万
円
未
満
の
事
業
主
は
納
税
義
務
が
免
除
さ

れ
ま
す
。
も
う
少
し
付
け
加
え
ま
す
と
、
会
員
に

対
す
る
配
分
金
に
つ
い
て
は
、
消
費
税
の
納
税
義

務
の
な
い
免
税
事
業
者
で
あ
る
会
員
に
対
し
て
も
、

消
費
税
を
含
め
て
支
払
わ
れ
て
い
る
の
で
、
免
税

事
業
者
と
し
て
の
利
益(

益
税)

を
享
受
し
て
い
る

こ
と
に
な
り
ま
す
。 

こ
こ
ま
で
は
、
一
般
的
な
話
な
の
で
す
が
、
令

和
５
年
１０
月
１
日
か
ら
「
適
格
請
求
書
等
保
存

方
式
（
イ
ン
ボ
イ
ス
方
式
）」
が
導
入
さ
れ
、
消
費

税
の
取
扱
い
が
変
わ
り
ま
す
。  

現
在
の
セ
ン
タ
ー
の
消
費
税
額
は
、
配
分
金
が

仕
入
税
額
控
除
の
対
象
に
な
る
た
め
、
令
和
２
年

度
の
消
費
税
額
は
約
６０
万
円
で
し
た
が
、
イ
ン
ボ

イ
ス
制
度
が
導
入
さ
れ
ま
す
と
、
配
分
金
が
消
費

税
の
仕
入
税
額
控
除
の
対
象
に
な
ら
な
い
た
め
、

セ
ン
タ
ー
の
消
費
税
の
納
税
額
が
い
っ
き
に
増
え

る
こ
と
に
な
り
ま
す
。 

当
該
納
税
額
を
計
算
す
る
と
約
一
千
五
百
五
十

万
円
（
概
算
額
）
に
も
な
り
ま
す
。 

こ
の
こ
と
は
、
セ
ン
タ
ー
の
経
営
に
多
大
な
影

響
を
及
ぼ
す
こ
と
に
な
り
ま
す
。
端
的
に
言
い
ま

す
と
、
免
税
事
業
者
で
あ
る
会
員
か
ら
消
費
税
分

を
徴
収(

引
き
落
と
し)

で
き
ま
せ
ん
の
で
、
セ
ン

タ
ー
の
消
費
税
一
千
五
百
五
十
万
円
（
概
算
額
）
を

納
め
る
た
め
の
財
源
が
無
い
と
い
う
こ
と
で
す
。 

そ
の
財
源
確
保
を
ど
う
す
る
か
？
？ 
現
在
、

下
記
の
３
つ
の
案
が
検
討
さ
れ
て
い
ま
す
。 

①
事
務
費
を
値
上
げ
し
て
発
注
者
に
負
担
を
求
め

る
。 

②
配
分
金
を
引
き
下
げ
て
、
会
員
に
負
担
を
求
め

る
。 

③
事
務
費
値
上
げ
と
配
分
金
引
き
下
げ
を
組
み
合

わ
せ
、
発
注
者
と
会
員
の
双
方
に
負
担
を
求
め
る
。 

右
記
の
３
案
は
現
在
、
全
国
シ
ル
バ
ー
人
材
セ

ン
タ
ー
事
業
協
会
（
以
下
「
全
シ
協
」
と
い
う
。）

に
於
い
て
検
討
中
で
あ
り
ま
す
。
会
員
の
皆
様
に

は
状
況
に
変
化
が
あ
り
ま
し
た
ら
事
務
局
だ
よ
り

に
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。 

尚
、
こ
の
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
は
全
国
の
シ
ル
バ

ー
人
材
セ
ン
タ
ー
で
重
大
な
問
題
に
な
っ
て
お
り
、

全
シ
協
に
お
い
て
は
会
計
・
経
理
検
討
委
員
会
が

設
置
さ
れ
対
応
策
が
練
ら
れ
て
い
る
と
と
も
に
、

政
府
や
国
会
議
員
連
盟
に
対
し
て
制
度
緩
和
措
置

の
要
望
等
が
進
め
ら
れ
て
い
ま
す
。 

い
ず
れ
に
し
ま
し
て
も
、
経
過
措
置
が
設
け
ら

れ
関
係
法
律
に
よ
る
制
度
実
施
が
進
め
ら
れ
て
い

る
中
、
全
シ
協
に
お
い
て
懸
命
な
対
策
が
講
じ
ら

れ
て
い
ま
す
の
で
、
シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー
が

適
格
請
求
書
等
保
存
方
式
（
イ
ン
ボ
イ
ス
方
式
）

の
対
象
か
ら
外
さ
れ
、
現
状
の
経
理
と
運
営
の
下
、

安
定
的
な
事
業
運
営
が
可
能
と
な
る
こ
と
を
願
っ

て
い
る
次
第
で
す
。 
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◎事業実績について 

 本年度の事業実績は１１月末現在の契約金額（累計）１億３，７８４万円で

前年同月と比較して６７万円、率にして０．４％の減となりました。 

 一般労働者派遣事業に於ける４月から１１月の受注件数は４８件で、契約金

額（累計）は、２，５１７万円となりました。前年同月と比較して件数で８件

の増、契約金額で１５２万円の増となりました。 

就業実績（１１月） 

月間就業実人員     ２５１人   月間就業率        ６３.４％ 

１日平均就業人員    ９８.７人  １日平均就業時間    ３.９時間 

１月平均就業日数    １１.８日  １月平均配分金額  ６３,２５７円 

 

男女別就業実人員（４月～１１月） 

就業実人員  ２９０人（男２４１人・女４９人）  就業率 ７３.２％ 

※ 派遣事業を含む   就業実人員 ３２５人  就業率 ８２.０％ 

区　分

仕事の区分 件 数 配 分 金 件 数 配 分 金 件 数 % 配 分 金 %

専門技術群 0 0 0 0 0 0.0 0 0.0

技　能　群 862 18,425,570 916 17,979,685 △ 54 △ 5.9 445,885 2.5

事務整理群 4 107,125 4 67,100 0 0.0 40,025 59.6

施設管理群 112 47,493,903 118 49,267,126 △ 6 △ 5.1 △ 1,773,223 △ 3.6

一般作業群 1,238 47,337,079 1,185 45,964,651 53 4.5 1,372,428 3.0

サービス群 41 507,863 37 665,170 4 10.8 △ 157,307 △ 23.6

計 2,257 113,871,540 2,260 113,943,732 △ 3 △ 0.1 △ 72,192 △ 0.1

仕事別配分金実績（４月～１１月）
単位：円

令和3年度 令和2年度 対　前　年　比　較

自
転
車
を
利
用
さ
れ
る
会
員
の
皆
様
へ 

今
年
度
に
入
り
、
全
国
の
シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ

ー
で
自
転
車
運
転
中
の
事
故
が
複
数
発
生
し
て
い

ま
す
。 

就
業
中
の
事
故
は
シ
ル
バ
ー
賠
償
責
任
保
険
で

対
応
で
き
ま
す
が
、
就
業
途
上
は
対
応
す
る
こ
と

が
で
き
ま
せ
ん
の
で
、
本
人
の
保
険
で
対
応
し
て

い
た
だ
く
こ
と
に
な
り
ま
す
。 

ま
た
、
奈
良
県
で
は
、
自
転
車
利
用
者
は
自
転

車
損
害
賠
償
保
険
等
に
加
入
し
な
け
れ
ば
な
り
ま

せ
ん
（
奈
良
県
自
転
車
の
安
全
で
適
正
な
利
用
の

促
進
に
関
す
る
条
例
）。 

 

ご
自
身
の
加
入
状
況
を
確
認
し
、
未
加
入
の
場
合

は
加
入
す
る
よ
う
に
し
ま
し
ょ
う
。 

       

※
就
業
に
自
転
車
を
使
用
す
る
場
合
（
チ
ラ
シ
配

り
な
ど
） 

  

                          

                          

 就

業

中 

就

業

途

上 

傷 害

事 故 
〇 〇 

賠 償

責 任

事 故 

〇

※ 
× 
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《 配分金収入に対する所得税（2021 年分） 》 

◎配分金支払証明書について 

 配分金支払証明書は、会員の皆様が昨年中に当センターから仕事の提供を受けて就業し、センターが支払った配分金の支払総額

を証するものです。 

 この証明書は、確定申告（税務署）や市民税・県民税申告の提出（市役所）に必要です。 

◎配分金に係る所得税の確定申告、市民税・県民税の申告について 

 会員のみなさんに支払った配分金は所得税法上「雑所得」に区分され、会員各自において、令和４年３月１５日までに確定申告

をしていただく必要があります。 なお、所得税が非課税の方でも市民税・県民税については、市役所税務課へ申告してください。 

◎『配分金収入等に対する所得税の取り扱いについて』 

配分金収入に対しては、「租税特別措置法」第２７条の適用により、５５万円を上限として最低保障必要経費が認められており

ます。配分金と給与所得がある場合には、給与所得控除（最低５５万円。ただし、収入金額を限度とします。）が受けられますが、

その場合、配分金収入に係る上記の最低保障必要経費（５５万円）は、５５万円から給与所得控除額を差し引いた残額が最低必要

経費となります。公的年金を受給している会員は、配分金収入とは別に公的年金等控除を受けられます。 

【計算例示】 センターのある会員（６６歳）の年間収入は次のようなものでした。 

① 公的年金収入 １３０万円 

② 給与収入    ６０万円（シルバー派遣による賃金） 

 ③ 配分金収入   ８３万円（実際に要した経費 ３０万円） 

（１）公的年金収入に係る計算 

1,300,000 円（公的年金収入）－1,100,000 円（公的年金等の控除額）＝  200,000 円（A） 

※ 割合や控除額については、「公的年金等に係る雑所得の速算表」（税務署にあります。）から算出してください。 

（２）派遣賃金にかかる計算 

600,000 円（派遣賃金） － 550,000 円（給与所得控除額）＝  50,000 円（B） 

（３）所得金額調整控除額 

 給与所得金額（B）50,000円＋公的年金等（上記（1））の所得金額（上限 10 万円）100,000 円－100,000 円 = 50,000 円 (C) 

（４）配分金に係る計算 

830,000 円（配分金収入）－ 300,000 円（必要経費）＝  530,000 円（D） 

（５）所得控除及び所得税額 

    200,000 円(A) ＋ 50,000 円(B) －  50,000 円(C) ＋  530,000 円(D) ＝ 730,000 円（所得金額） 

730,000 円（所得金額）    －     480,000 円（基礎控除）       ＝  250,000 円（課税所得金額） 

     250,000 円（課税所得金額）    ×     5 ％（所得税率）      ＝  12,500 円（所得税額） 

     12,500 円（所得税額）   ×   2.1％（復興特別所得税率）     ＝      200 円（復興特別所得税額） 

     12,500 円（所得税額）   ＋   200 円（復興特別所得税額）       ＝   12,700 円（納税額） 

（注1） 令和２年分より次に該当する者の総所得金額を計算する場合に、所得金額調整控除額を給与所得から控除します。 

適用対象者はその年分の給与所得控除後の給与等の金額と公的年金等に係る雑所得の金額がある給与所得者で、その合計額が 10 万

円を超える者、また所得金額調整控除額とは{給与所得控除後の給与等の金額(10 万円超の場合は 10万円) ＋ 公的年金等に係る雑所得

の金額(10万円超の場合は 10 万円)}－10万円＝控除額です。 

（注２）平成２５年分から復興特別所得税が創設されました。 

課税所得金額の計算結果がプラスとなる会員さんの場合の納付税額は、所得税額（課税所得金額に所得税率を掛けた

金額）に復興特別所得税（所得税額×2.1％）をプラスした金額となります。                           

（注３）平成２３年分より、（１）の計算結果が２０万円以下であり、かつ控除前の公的年金収入が４００万円以下である場合

の申告不要制度が設けられました。 

※ 源泉徴収により予め所得税を天引きされて支給を受けた場合は、確定申告をすると所得税が還付されます。 

なお、上記以外の収入がある場合の所得控除及びその他の控除については、葛城税務署にお尋ね下さい。 

○葛城税務署 ℡２２－２７２１     


